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NPO法人OVA（オーヴァ）代表理事 。ソーシャルワーカー（精神保健福祉士）

学習院大学法学科人事卒業。企業にメンタルヘルス対策を提供する
コンサルティング会社（EAPプロバイダー）を経て、
精神科クリニックにて復職支援（リワーク）に従事。

2013年6月末に日本の若者の自殺が深刻な状況にあることに問題意識が芽生え
マーケティングの手法で自殺ハイリスクの若者のリーチしようと
「インターネット・ゲートキーパー（通称：夜回り2.0）」の手法を
開発・実施し、ＮＰＯ法人OVAを設立した。（2014）

2017年に起きた座間市の事件後には、
ロサンゼルスタイムズ、朝日新聞「社説」など
国内外のマスメディアに多数コメントが掲載され、
規制よりも支援・受け皿の必要性を訴えた。
内閣官房の有識者ヒアリングや関係省庁へ要望書を通じて、
ネット上にあふれる若者のSOSの現状と
ニーズに合わせたインターネット上での相談窓口設置の重要性を国に訴えた。

・日本財団「ソーシャル・イノベーター」選出（2016）
・ＡＥＲＡ「社会起業家54人」（2018）
・若者自殺対策全国ネットワーク 発起人／共同代表

・自殺総合対策東京会議 委員（平成29年〜現在）
・江戸川区自殺未遂者支援会議 スーパーバイザ－（平成27年〜現在） 等
その他、新宿区、横浜市、杉並区などの自殺対策の計画づくりに関わる。

▼講演・研修等 実績
アジュ大学公共政策大学院（韓国水原市自殺予防セン
ター）、2017世界自殺予防デー記念韓日フォーラム(ナジュ市
／韓国)。香港大学・国際自殺対策フォーラム（2018,一ツ橋
ホール）
東京大学大学院、北海道立精神保健福祉センタ―、東京都、
栃木県、武蔵野市、江戸川区等の教育機関・行政機関やその
他民間企業等多数

▼論文/MISC
・伊藤次郎（2018）なぜ若者はＳＮＳで「死にたい」とつぶ
やくのかーインターネット相談の現状ー『地域保健』
・Sueki, H., & Ito, J. (2017). Appropriate targets for search 
advertising as part of online gatekeeping for suicide 
prevention. Crisis.
・末木新・伊藤次郎 (2017)
電話・メール応対が難しいクライエントにどう対応するの

か？―面接以前の面接. 臨床心理学.第17巻第１号
・伊藤次郎（2016）インターネット・ゲートキーパーの現場
から『こころの科学』（日本評論社）Vol．186.
・Sueki, H., & Ito, J. (2015). Suicide prevention through 
online gatekeeping using search advertising techniques. 
Crisis.
（「crisis」はWHOと公式パートナシップがある国際自殺予防
学会が発行し、自殺予防分野領域で世界で最もインパクト
ファクターのある国際誌）
・末木新・伊藤次郎 (2015).
インターネットを使った自殺予防：ゲートキーパー活動に

おけるリアルとネットの融合最新精神医学, 20(3), 213–219.
その他「臨床精神医学」「精神科治療学」等

伊藤次郎 プロフィール



自殺方法や死にたいと検索する人達

日本で、Googleで
「死にたい」と
入力されている
回数（検索履歴）は
13〜23万回数／月と推計

研究は自殺に関するウェブ検索と自殺の危険性との間に関連があることを示している。
つまり、死にたいと感じた人の一部は、
自殺方法に関する検索を行い、その後に自殺死亡に至ってしまうと考えられる。

（国内外の研究）
・自殺率と自殺関連用語の検索ボリュームの間には時系列的な関連がある（Yang.et 
al,2011;McCarthy,2009）
・自殺企図歴と自殺関連用語の検索歴の間には関連がある。（Sueki,2011）
・自殺サイト利用者の約6割が1回以上の自殺企図を有する (Sueki et al,2012)



検索エンジン（Google）をハイリスク者の
スクリーニングとみなし、特定し、支援する

死にたい気持ちを抱えた人は見えづらい。
特定の地域で、自殺関連用語を調べたユーザーにのみに広告を表示（検索連動広告）させ、
特設サイトに誘導し、ワンクリックでメーラーが立ち上がり、相談できる仕組みを構築し、
現在までに約600名以上の相談を受けてきた。成果は国内外で論文等で発表してきた。



•特設サイトからメールを送らなくても、その場で相談できる。

•若者が使用するLINE等のメッセージアプリと類似したインターフェイス。

Web接客ツール（チャット）を
用いた相談活動



支援モデル
基本方針：

医療機関等の社会資源につながることのできていない相談者を

現実場面で利用可能な資源につなぐ事を一つの目的とする。

おおむね24時間以内の返信を行い、フォローも行う。

1.相談者の援助要請行動をエンパワメントする

2.相談者の現状をアセスメントする

3.援助機関への心理的・物理的コストを下げる

4.1~3を踏まえた上で、現物場面での援助要請を促す

相談員は臨床心理士・精神保健福祉士等の対人援助職のチーム



自殺予防ホットライン インターネット・ゲートキーパー活動

電話・メールがくるのを待つ 性質
検索エンジン連動型広告によりハイリスク者

を特定

マスマーケティング
（投網漁）

手法
ダイレクトマーケティング

（１本釣り）

新聞広告、ラジオCM
ティッシュ配り

具体的手法
検索連動型広告のみ
（Google Adwords）

測定困難 広告費用対効果 全て測定可能

（トレーニングを受けた）一般市民 支援者
精神保健福祉士

臨床心理士等の対人援助職

単発／傾聴 支援手法
継続／傾聴／アセスメント

ソーシャルワーク（環境調整）

既存の取り組みとの比較



広告は地域ターゲッティングが可能。

〇〇市で「死にたい」と検索した人にだ
け広告を表示できる。

キーワードは「パワハラ 死にたい」
「生活苦しい」などカスタマイズは自由。

市区町村レベルはもちろん、さらに細か
く設定もできる。

ハイリスク者をスクリーニングして広告
を表示できるのは検索連動広告
（GoogleAdwords）かツイッター広告だ
が、後者は地域ターゲッティングが
「県」以上の細かい設定はできない。

（2018年6月時点）

地域の自殺
ハイリスク者を抽出



自殺の方法を（認知的に）制限する

日本では自殺の方法について調べると、
自殺の方法が具体的に記載されたサイトが表示される。

検索連動広告を活用して、効果的な援助につなげるための広告を
自殺ハイリスク者の目のつきやすいところに表示させることは、
自殺方法等に関する情報への認知的アクセスを遠ざけるため
結果として自殺企図を予防する効果が期待されるのではないか。

相談の特設サイトでは困難を抱え自殺念慮を抱えた個人がそれを乗り越えた話が
記載された上で相談を促しており、
閲覧している自殺ハイリスク者にPapageno効果
（Niederkrotenthaler T,et al.,2010）が期待されるのではないか。



インターネット・ゲートキーパー活動の成果

以下の項目を測定

成果の定義：自殺予防的にポジティブな変化がみられた相談者の割合
（以下３点のいずれかが認められた率）
「感情の変化」：ポジティブな感情の変化が認められた相談者
「援助要請行動」：今までにつながっていなかった新たな社会資源につながった相談者
「援助要請意図」：援助機関に行く／予約をするなどの発言が具体的にあった相談者

成果：

30％〜40％程度の相談者に自殺予防的な変化（成果）があった。



若者がネットで相談したがる理由
1）自分の顔や名前を出す必要がないため本音を話やすい

2）自分の都合（24時間）でいつでも相談できる。場所を問わない。

3） お金がかからない

4）身体を動かなくていい（動作的コストを下げる）

5）（若者は）ネット上でのテキストベースのやりとりに慣れている

※現代の若者は誰もがスマホを持ち、
テキストベースのやりとり（Mail・LINE・Twitter・Facebook）に慣れている。
彼らにアウトリーチするなら、彼らの文化・
コミュニケーション手法に合わせていかなければ、
出会うことすらできない。



スマートフォンのネット利用時間

（出典：総務省 H29年版「情報通信白書」）

10代および20代で「SNSを見る・書く」が長くなっている



年齢階層別 SNSの利用率

1年の比較でも
全ての年齢で
利用率が
増加している

（出典：総務省 H29年版「情報通信白書」）



年齢階層別 インターネット利用率

・13歳～59歳までは、

各階層で

9割を超えている

・6～12歳の利用率は

82.6％

（出典：総務省 H29年版「情報通信白書」）



オンラインコミュニケーションのメリット・デメリット

デメリット

・虚構のアイデンティティに隠れ、自ら
を装い、偽ることが可能

・匿名での批判・誹謗中傷・
いじめなどが起こりやすい

・情報が錯綜し、真偽が確かめられず、
混乱する可能性がある

・リアルな対人的やり取りの
感覚が鈍る可能性がある

・機器やサーバー上の
問題が起こる可能性がある

メリット

・時間的、空間的制約がなく、

いつでもどこでもやり取りができる

・視覚的な特徴を出さずに

人との付き合いをすることができる

・緊張感がやわらぐため

自己開示しやすい

・匿名性を担保しながら、

情報を発信し、

新たな人間関係を構築できる

参考文献:『インターネット・カウンセリング』ビルギット・クナッツ／ベルナルド・ドディエ（2007）
『メールカウンセリングの技法と実際』中村洸太（2016）



ネットにまつわる様々な問題

 ネットいじめ

 出会い系サイト（援助交際・売春など）

 ネットでのテロ活動

 ネット依存

 リベンジポルノ

 自傷・自殺の投稿や中継

 ハイリスク者のコミュニティ



自傷・自殺の投稿や中継／ハイリスク者のコミュニティ

▼自傷・自殺の投稿や中継

・Facebook・ニコニコ生放送などで、リアルタイムで配信

視聴者からの通報、AIを用いた自殺防止策

▼ハイリスク者のコミュニティ

・掲示板やSNSで自殺志願者を募る（ex. ロシアのBlue Whale、座間事件）

・犯罪に巻き込まれる可能性も

➡悪意の手よりも支援の手が先に届かせるために

様々なアウトリーチが必要。



座間市事件を考える

座間市の事件は、Twitterという可視化されたインターネット空間の中で、「死にたい」とつぶや
く子ども・若者が標的となり
命が奪われる痛ましい出来事が起きた。

希死念慮を抱えると、自分の身の安全・健康を守れない心理状態になることがある（事故傾成）。
（例：無意識で赤信号を渡る）

今回の事件はこういった危険を回避する力が弱まっている

子ども・若者達が標的にされた。

SNS上で「死にたい」とつぶやくユーザーは可視化されている。

支援の手（生きる支援）につなげるための対策を。

※2018年7月に閣議決定した自殺総合対策大綱にICTも用いた

アウトリーチが新たに記載された直後のことだった。



参考：新自殺総合対策大綱における「ICＴも用いたアウトリーチ」



なぜＳＮＳに「死にたい」と書き込むのか

ＳＮＳ上の「死にたい」の言葉には人それぞれ様々な意味が含まれているが

多くは以下のような意味があると考えられる。

また、自殺に追いこまれている人の多くが、「100％死にたい」というより、

「生きたい」と「死にたい」の間で揺れ動いている（両価性）と考えられる。

１）カタルシス（精神浄化作用）
誰にも言えない抑圧された心理的苦痛を、

「死にたい」と吐き出すことで、気持ちを楽にする。

２）クライシスコール（SOS）
自らが死にたいほどに思いつめていることを周囲に伝え、
助けを求めるＳＯＳ

→「生きる」ために「死にたい」と書き込んでいる。



厚生労働省平成29年度自殺防止対策事業
（いわゆる「ＳＮＳを活用した相談事業」）

ＳＮＳ広告・検索連動広告を用いた
インターネット・ゲートキーパー活動の実績



①検索連動広告

Step1:
自殺ハイリスク者をスクリーニング

期待される効果：
・自殺手段の認知的制限
・パパゲーノ効果

Step2:
特設サイトに誘導
援助要請行動を促す

特設サイト

Step3: 支援

①チャット

②メール

③電話
（Ｓｋｙｐｅから
相談者の携帯電話へ）

④対面

②SNS広告(Ｔｗｉｔｔｅｒ広告
（キーワードターゲッティング）)

期待される効果：
・自殺ハイリスク者を
スクリーングした上での介入

期待される効果：
・自殺の中断を含む
相談者のポジティブな感情の
変化や今までつながっていない
リアルの援助機関への援助要請

事業全体図



広告の表示 イメージ

自殺関連用語を約330登録。キーワードによって広告を分けて表示。
「自殺方法」→「死ぬ方法を考えるあなたへ」
「学校 死にたい」→「学校生活が苦しい死にたいあなたへ」



実施結果概要

期間：平成30年2月16日〜平成30年3月31日

※この期間の新規相談者は現在も支援中。

相談者数：51名

（※新規相談は102名であった。うち、継続的な相談者は51名。 以下、相談者は継続相談者
を示す。）

対応数：メール559件

チャット6件

電話14件（本人）電話8件（連携）

対面3件。

変化率：34.6％ （相談者のポジティブな変化率）

相談体制：精神保健福祉士、社会福祉士、臨床心理士いずれか、

または複数の資格を有している6名に加えて、精神保健福祉士である代表の合計7名で行った。



広告の運用結果（概要）

※CPA（Cost Per Action）とは相談者一人を獲得するためにかかった広告費用の単価。
ここでは「継続相談者で、かつアンケートの回答でGoogleの検索／Twitterから来たと
明確に答えたもの」のCPAであることに注意。（実際にはこれより低い）
また3月の自殺対策強化月間で多くの業者が打っていたため単価が高くなっていると思われる。

Google Adwords Twitter広告
（キーワードターゲッティング）

期間 平成30年2月16日〜3月19日 平成30年3月6日〜3月16日

表示回数（イン
プレッション）

40166回 13009回

クリック 2323回 118回

クリック率 5.8% 0.9％

広告費用 104,189円 26,344円

広告経由
相談者数

45名 1名

CPA 2315円以下（※） 26,344円以下（※）



広告の運用結果（割合）

※「その他」は原則ないため「覚えていない」となる。



相談者の年齢

年代 人数 割合

中学生以下 4名 8%

高校生 8名 16%

〜19歳(中高生を除く) 2名 4%

20〜29歳 21名 41%

30〜39歳 9名 18%

40〜49歳 5名 10%

50歳〜 2名 4%

100.0%

中学生以下
8%

高校生
16%

～19歳
(中高生を除

く)
4%

20～29歳
41%

30～39歳
17%

40～49歳
10%

50歳～
4%

相談者の年齢・所属

86％が若年層。
（10代：28％、20代：41％、30
代:18％）



相談者の性別

性別 人数 割合

男性 12名 23.5%

女性 38名 74.5%

その他 1名 2.0%

100.0%

男性
24%

女性
74%

その他
2%

相談者の性別



K6

平均点：19.45点

※K6はうつ病・不安障害など
の精神疾患を簡易的な
スクリーニングテスト。
24点満点。

0名

1名

2名

3名

4名

5名

6名

7名

8名

9名

10 13 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

K6得点



自殺念慮尺度

平均点：13.82点

一般ユーザーで本尺度を

おこなった場合中央値は１点。

（５０％以上が１点以下）
平均点は２．４点。

参考：http://journals.plos.org/plosone/article?id=10.1371/journal.pone.0094841

0名

1名

2名

3名

4名

5名

6名

7名

8名

9名

5 6 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 19 20 22 23 24

自殺念慮尺度得点



変化率

相談者の感情の変化、援助要請意図、援助要請行動が認められたものを測定した。

感情の変化とは自殺の中断も含む「ポジティブな感情の変化が認められた者」と定義し、8件あった。

援助要請行動は「今までにつながっていなかった新たな現実の資源につながった者」と定義し、12件あり、

つながった先は生活困窮者の窓口、学校（担任等）、精神科クリニック、病院（入院）等であった。

援助要請意図とは「援助機関に予約をする／行くなどの発言が具体的にあった者」と定義し、4件であった。

上記、感情の変化、援助要請行動、援助要請意図が

いずれかが認められた相談者は18名であり、

相談者の34.6％であった。

※2018年4月8日時点での変化率。



自殺未遂歴

25名 あり

25名 なし

無回答 1名 2525

自殺未遂歴

あり

なし



相談の形式について

形式 音声
非言語情

報
（視覚的）

非言語情
報

（聴覚的）

時間同期
性

対
面

対面 〇 〇 〇 〇

非
対
面

電話 〇 × 〇 〇

ネ
ッ
ト

メール × × × ×

チャット × × × 〇
ＳＮＳ

SNS相談はリアルタイム（同期性あり）テキストコミュニケーション。



ネット相談の特徴・メリット

①匿名で利用できる。緊張感が下がり自己開示がしやすい

（SNSでアカウント名をフルネームでいれている場合は匿名ではない）

②時間・場所の制約がない

（運用面では相談員も同じ場所に集まらなくてもできうる）

③対面相談へのハードルが高いクライエントのコストを軽減できる

④書くこと・表現することで、相談者が自ら悩みを整理できる

⑤カタルシス（精神浄化作用）



ネット相談のデメリット

①視覚的・聴覚的手がかりが欠如しているため、

アセスメントの際に困難が伴うことがある（例：精神運動抑制）

②危機介入が必要な際でも迅速な対応が難しいことがある

（例：相手の個人情報を予め知らない場合は聞き出す必要がある）

③PCやスマートフォンなどのデバイスを

持っている人しか相談することができない

（例：特定のＳＮＳのアカウントを持っていないと相談できない）

④途中で連絡が途絶えやすい

⑤対面・電話と比較してコミュニケーションの情報量が少ないため時間がかかる



インターネット相談の意義（1/2）
インターネット相談は対面や電話で相談できない、

ハイリスク層へのアウトリーチとして大きな意義と可能性を持つ。

（ICTが弱い／弱まっている援助要請能力を補填する）

相談者の統制可能性を高め、

（例：時間的・地理的制約のなさ、相談の開始・中断等）

外見や音声を開示しないことで、匿名性が高くなるため、

緊張感が和らぎ、対面では話づらいことでも自己開示しやすくなる。

ただし、インターネット相談は対面・電話と比較してコミュニケーションコストが高いため、

適切な層にアウトリーチできない場合はむしろコストが高くなる可能性がある。

よってインターネット相談は適切なリーチ（ターゲッティング）・マッチングが重要となる。



インターネット相談の意義（2/2）
具体的には、広報の仕方によっては、

敷居が低すぎて、よろず相談が殺到し、相談窓口がパンクして可能性もある。

NPO法人OVAのインターネット・ゲートキーパー活動では

アクセス数を広告の費用等でコントロールし、相談窓口のリソースにあったマッチングを行ってい
る。

電話や対面などでも積極的に相談できる層にわざわざコミュニケーションコストの高い

インターネット相談（メール・チャット・SNS等）を行うことは検討が必要。

インターネット相談は窓口の広報にインターネット広告（検索連動広告・SNS広告）を利用すること
で、自殺ハイリスク者をスクリーニングできる特徴がある。

ただし、インターネット広告はメディアのため

悪い効果（ウェルテル効果）を促進する可能性がある。

広告についてはガイドラインの作成が必要である。



自殺関連用語を使った検索連動広告ガイドラインの作成

自殺関連用語を使った検索連動型広告ガイドライン
 当事者、家族、支援者など、誰を対象にしている広告なのかを明確にする。

 シンプルで、共感的なあたたかみのあるメッセージで呼び掛ける。

 支援・サービス内容を具体的に伝える。

 相談・支援機関までのアクセスあるいは電話やメールといった相談方法を提示する

 支援機関、利用人数などの支援・サービスに関する客観的な情報を提示する。

 「完全に解決する」といった安易な問題解決をうたわない。

 自殺の実態や、精神疾患・自傷行為にまつわる事実を見出しに使わない。

 「～しないで」という否定のメッセージをそれだけで独立して使わない。

 誤解を招く表現は、インパクト重視で使用しない。

 医療法や景品表示法等の法律にしたがう。

相談・支援機関のための

自殺総合対策推進センター
革新的自殺研究推進プログラム研究
「ＩＣＴを用いた自殺対策の新たな
方向性の検討」の採択により
NPO法人OVAが作成（2018）



「SNS」に限定しない対策を

SNS空間・SNS上のコミュニケーションはインターネット上の一部にすぎない。

（SNSだけでなく検索エンジンでも膨大な自殺関連用語がうち込まれている。）

SNSでも、VRチャットでも同期的テキストコミュニケーションのため

援助技術的にはほとんど差がなく「インターネット相談」より抽象度が低い。

そもそもSNS相談は定義が曖昧で、普遍性が低い。

「SNS」と矮小化せずに、「インターネット」全体で対策をおこなう必要がある。

（今後、VR空間で同様の犯罪が起きてしまった際に今度は「VR相談」で対策が必要か？）

また、現実で孤立化している人が誰もがSNSを用いているわけではないし、SNSは同期的（または半同期
的）コミュニケーションだと言えるが、自殺に追いこまれ、問題に圧倒されている相談者の中には

同期的なコミュニケーションは緊張感が高く、できない層もいる。

（その場合は、メール等の非同期的コミュニケーションでしかアウトリーチできない。）



「SNS」に限定しない対策を

なお、NPO法人OVAではメール相談を中心に

チャット・電話・対面をすべて組み合わせた支援を行っている。

2018年2~3月におけるインターネットゲートキーパー活動の相談者（51名）に

「相談しやすい方法」についてアンケートしたところ

「メール相談」と答えた相談者は78.4%（40名）であり、

「チャット相談（LINE）51%（26名）」、「チャット相談37.3%（19名）」よりも高かった。

また同じく、事件前に行われているインターネット相談事業として

Crisis Text Line （米国）があるが、

「SNS」ではなく「SMS」を中心とした相談となっている。



自治体と協同してOVAができること
▼研修

①自殺の危機介入研修（ゲートキーパー上級）２H〜４H
内容：自殺念慮を抱えた人のアセスメント及び介入について
※対象は保健師や養護教諭、相談窓口の職員など支援にかかわる方。

②自治体職員向け自殺対策研修 １Ｈ〜2Ｈ
内容：自殺対策の計画づくり、ゲートキーパー等ご希望にあわせて。

③アウトリーチ研修 １Ｈ〜３Ｈ
内容：当事者に支援を届けるためのアウトリーチ設計に関する研修

④オンライン相談研修 １Ｈ〜３Ｈ
内容：メール・チャットなどオンライン上での支援に関する研修

※研修のサンプル等はご担当者にあらかじめ
お送りできますのでお問い合わせください。

▼講演会
一般市民向けのゲートキーパー講演会、
自殺に関する啓発講演会。（導入自治体例多数）

▼スーパービジョン
自殺の危機にある方のケース会議などに参加し、
自殺の危機アセスメントや介入についてのＳＶ（自治体例：江戸川区）

▼委員・コンサルティング
地域の自殺対策の計画づくりや実行について委員として会議に参加します。
または「委員」ではなくその他の方法でも地域の自殺対策にかかわります。
（導入自治体例：東京都・横浜市・新宿区・杉並区）

▼ICTアウトリーチ

①検索連動広告の導入・調査

地域で自殺関連用語を調べている市民に対して、（地域限定可能）
指定された自治体様へのＨＰに指定された期間・予算で検索連動広告を
打ちます。またクリックがどれほどあるかなどの
調査として行うこともできます。キーワードや広告は細やかな
設定ができます。
（導入自治体例：横浜市・富山県・兵庫県）

②検索連動広告＋自動相談窓口案内（現在開発中）
検索連動広告を用いて、自殺リスクの高い人に
自動相談窓口案内を表示させ、適切な相談窓口を紹介します。
（年齢や困っていることなどいくつかのボタンをおすと
その地域の相談窓口が表示される）

③インターネット・ゲートキーパー活動
（検索連動広告＋オンライン相談活動）

地域で自殺関連用語を調べている市民に、広告を出し、
メール等で相談を受け、メール・チャット・電話・対面など
で支援を行い、地域の社会資源につなぎ、見守ります。
（導入自治体例：足立区）

担当：土田
連絡先：info@ova-japan.org 


